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Ⅰ 原子力に関する組織体制について

１. 原子力に関係する社内組織体制

２. 原子力の業務運営に関係する主なグループ会社

(参考１) 原子力部門の主な担当業務

(参考２) 原子力の業務運営に関係する主な部署
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報道対応
地域・自治体
対応等

燃料調達
使用済燃料
再処理業務
委託等

土地・諸権利の
取得等

土木建築設備
の拡充・改良等

原子力に関する
内部監査等

火
力
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・・・

原子力部門
火力部門

※は発電本部の原子力・火力の両部門の総括を担う

支
社

（注）
網掛け：原子力の業務運営に特に関係する組織

ｏ 当社の原子力の業務運営は、発電本部（原子力部門）及び原子力ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ本部が主に担当していますが、技術本部や立地本部
など、社内の各部署がそれぞれの担当業務において原子力の業務運営を支えています。
ｏ 発電本部は、原子力部門と火力部門で構成され、うち約1,030人（全従業員の８％）が、原子力部門として原子力関係の業務に従事し
ています。
うち、本店職場には約180人、玄海原子力発電所に約560人、川内原子力発電所に約290名の従業員が在籍しています。

１. 原子力に関係する社内組織体制
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・ 電子通信機器、電気機器の開発、製造、販売及び保守
・ 放射線計測機器及び環境計測機器の販売及び保守

743名3億円
（九州電力100%）

ニシム電子工業株式会社

4,000万円
（九州電力68.75%、
電気ﾋﾞﾙ25%、九電
産業6.25%）

1億1,770万円
(九州電力99.62%、
電気ビル0.38%）

1億5,000万円
（九州電力85%、九
電工15%)

資本金
（出資比率）

・ 各種プラントの設計、建設及び保修工事並びに運転業務
・ 各種発電所の建設及び保修工事並びに運転業務

2,158名
西日本プラント工業

株式会社

・ 一般土木、建築構造物、電力施設及び環境に係る調査、
試験、設計及び工事監理
・ ISO14001の認証取得に関する支援・コンサルティング

584名
西日本技術開発
株式会社

・ 火力・原子力発電所の環境保全設備運転及び設備保全
等に関連する業務
・ 展示館等ＰＲ施設の運営・管理業務
・ 環境保全の測定、調査、分析業務

1,092名九電産業株式会社

原子力業務に関する主な内容従業員数※会社名

ｏ 原子力の業務運営は、グループ会社と協力して進めており、主に、西日本プラント工業㈱など４社が、保修工事や運転業務、
環境保全等の業務に従事しています。

※ 従業員数は総数で、原子力関連業務以外に従事している者も含む。

２. 原子力の業務運営に関係する主なグループ会社
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〔原子力部門の主な担当業務〕

※総括担当、品質保証担当は原子力・火力の両部門の総括を担う

参考 １

・ 原子力発電設備の運用、管理の総括 ・ 原子力広報、自治体対応に関する事項
・ 放射線安全管理に関する事項 ・ 原子力防災に関する事項
・ 原子力発電に関する訴訟技術支援に関する事項

原子力管理担当

・ 品質保証に関する事項品質保証担当※

・ 原子力発電設備の拡充工事の総括
・ 原子力発電所の設計、許認可、官庁検査に関する事項
・ 原子力発電設備の候補地点の調査

原子力建設担当

・ 原子炉安全に関する事項 ・ 原子力発電設備の調査、研究、開発
・ 原子燃料に関する事項 ・ 原子力発電所の炉心管理に関する事項
・ 使用済燃料に関する事項 ・ 原子燃料サイクルに関する事項

原子力技術担当

・ 原子力発電設備の運転 ・ 発電設備、土木建築設備の改良、保修
・ 発電所に関する技術全般の計画、管理、保安・品質保証活動
・ 原子燃料管理、炉心管理 ・ 放射線管理、放射性廃棄物管理、化学管理
・ 環境・広報及び地元対応に関する事項 ・ 教育・訓練の計画、実施

原子力発電所

・ 発電本部総括に関する事項総括担当※

主な担当業務担当部署
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〔原子力の業務運営に関係する主な部署 （１／２）〕

参 考 ２

・ 燃料調達計画及び原子燃料資産保有計画の策定ならびに管理、運用

・ 原子燃料の購入及び関連業務委託、役務契約

・ 使用済原子燃料の再処理、放射性廃棄物の輸送契約及び関連業務委託、役務契約

国際事業本部

・ お客さま対応（広聴活動を含む）お客さま本部

・ 原子力広報、自治体対応に関する事項（地域共生本部及び発電本部所管事項を除く）

・ 中長期的、定例的な原子力地点コミュニケーション戦略策定

・ 原子力コミュニケーションに関する情報収集、調査

原子力ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ本部

・ 物品購入、工事付託及び業務委託の契約業務本部

・ 発電設備等の建設・保守に関する立地地域での地元合意形成、諸権利取得、権利者
との調整等の地域対応業務

（原子力発電所の地元対応、自治体対応）
立地本部

・ グループ会社の経営に関する管理、指導、ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業推進本部

・ 送電設備の運用、拡充、改良、保守電力輸送本部

主な担当業務本部
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〔原子力の業務運営に関係する主な部署 （２／２）〕

・ 電子通信ｼｽﾃﾑの運用、拡充、改良、保守情報通信本部

・ 原子力発電所の土木建築設備の拡充、改良、保守の総括

（原子力発電所の基礎・建屋等の設計・工事等）
技術本部

・ 原子力内部監査に関する事項

（原子炉規制法、電気事業法に基づく品質保証活動等）
経営管理本部

・ 安全衛生、健康管理に関する事項

・ 社員教育に関する事項
人材活性化本部

・ 原子力周辺自治体や地元への原子力に関するコミュニケーション等の実施

・ 原子力発電所の周辺自治体との防災情報連携に向けた体制整備

支社

（原子力広報・防災連絡員、
原子力ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部）

・ 重要立地地点における立地地域対応、環境調査・工事計画等に関する業務
総合事務所

（川内原子力）

・ 電源開発計画等の総合調整、立案

・ 長期の電源構成等に関する事項
経営企画本部

・ 危機管理、防災に関する事項

・ コンプライアンスに関する事項の総括

・ 環境ｱｾｽﾒﾝﾄに関する事項、環境保全に係る協定等の締結

・ 原子力広報に関する事項

（原子力発電に関するお客さまへの理解活動、広報資料の制作等）

地域共生本部

主な担当業務本部
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Ⅱ 原子力設備の現況について

１．当社の原子力発電所

２．当社原子力発電所の設備利用率

３．当社発電電力量及び電源構成に占める原子力発電の割合

４．原子力発電のしくみ（ＰＷＲの特徴）

参考 日本の原子力発電所の状況

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０

・・・・・・・・ １１

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４
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－－
６８４．８

［玄海：347.8］
［川内：337.0］

７基将来合計

－未 定１５９．０ＡＰＷＲ
【将来】
川内３号

－－５２５．８６基合 計

H23.9.1～定検中
（待機中）

昭和６０年１１月８９．０ＰＷＲ２号

H23.5.10～定検中
（待機中）

昭和５９年 ７月８９．０ＰＷＲ１号
川
内

H23.12.25～定検中
（待機中）

平成 ９年 ７月１１８．０ＰＷＲ４号

H22.12.11～定検中
（待機中）

平成 ６年 ３月１１８．０ＰＷＲ３号

H23.1.29～定検中
（待機中）

昭和５６年 ３月５５．９ＰＷＲ２号

H23.12.1～定検中
（待機中）

昭和５０年１０月５５．９ＰＷＲ１号

玄
海

運転状況運転開始年月
認可出力
（万ｋＷ）

炉 型発電所名

○従業員人数（平成２４年８月末現在）

約２０名約８６０名※約１，８２０名※－協力会社

５４名２９０名５６０名１７９名社員

川内原子力総合事務所川内原子力発電所玄海原子力発電所本 店

１．当社の原子力発電所

［発電所協力会社の業務（通常時）］

日常点検（パトロール等）業務
補助設備運転業務
（廃棄物処理・補給水処理）
補機計画整備点検 等※定期検査時は、１プラントあたり約１，０００～１，５００名程度増える
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２．当社原子力発電所の設備利用率

（良好な運転実績）
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23％79％
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（億kWh）

301

421

630

868

961

※発電電力量は揚水除きで算出

【発電電力量（他社受電分含む）】

３．当社発電電力量及び電源構成に占める原子力発電の割合 （１／２）

原子力

石炭

ＬＮＧ

石油等

水力

地熱

新ｴﾈ

凡例

第一次石油危機
（1973年10月）

第二次石油危機
（1979年2月）

（原子力：０％）
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10％
18％

24％ 23％

11％
4％

11％

15％ 18％

17％

19％

22％
19％

65％

50%

33％

25％
23％

24％

18％

18％

13％
16％

（地熱）1％

（地熱）1％

1％

1％

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1973 1980 1990 2000 2010

（万kW）

629

1,132

1,583

2,181

2,324

【電源設備量（他社受電分含む） 】

３．当社発電電力量及び電源構成に占める原子力発電の割合 （２／２）

原子力

石炭

ＬＮＧ

石油等

水力

地熱

凡例

玄海１号機
（1975年10月）

玄海２号機
（1981年3月）

川内１号機
（1984年7月）

川内２号機
（1985年11月）

玄海３号機
（1994年3月）

玄海４号機
（1997年7月）

（原子力：０％）
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４．原子力発電のしくみ（ＰＷＲの特徴）

福島第一原子力発電所のタイプ

主蒸気逃し弁

玄海・川内原子力発電所のタイプ

【参考】
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参考 日本の原子力発電所の状況

日本では５０基（合計出力4,614.8 万kW）の商業用原子力発電所がありますが、定期検査や安全性に

関する総合評価（ストレステスト）のため、現在、関西電力㈱大飯発電所３,４号機を除く原子力発電所が

停止しています。（H24.9現在）

4,614.8

6,826.8

50

64
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Ⅲ 安全・安心への取組み

１. 安全・安心への取組み

２. 原子力発電所の安全対策

(1) 多重防護

(2) 環境放射線の測定

３. 原子力発電所の高経年化対策

４. 原子力発電所の保安活動

５. コミュニケーション活動の展開

(参考１) 設備利用率の推移

(参考２) 事故等の実績

(参考３) 地震発生時の実績

(参考４) 主要機器の更新

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０
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１. 安全・安心への取組み

ｏ 当社は平成９年に新聞広告で、

『もともと原子力は危険なもの。だからこそ、私たちは、皆さまに安心

して電気を使っていただけるよう、あらゆる努力をしているのです。』

とお伝えしました。

ｏ この認識を基本に、最新技術の導入や、国内外で発生した事故・故障

の情報を反映した原子力発電所の建設・改良、徹底した運転員の訓練な

どに取り組み、原子力発電所の安全性向上に努めてまいりました。

ｏ 今後も、福島第一原子力発電所の事故を踏まえた新たな知見を確実に

反映し、いかなる場合においても決して福島のような事故を起こさない

よう、徹底した安全対策に努めてまいります。
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「止める」「冷やす」「閉じ込める」で、安全を確保

・ 原子力発電は、放射性物質を周辺に出さないことが、安全確保の大原則です。そのため、
原子力発電所は、「多重防護」の考え方を基本としています。

・ 多重防護の考え方とは、第１の安全対策に加え、第２、第３の安全対策を講じておくなど、
何段階もの対策を実施することをいいます。

・ 万が一、異常が発生したときも、原子炉を「止める」、「冷やす」、放射性物質を「閉じ込める」
ことにより、安全を確保することができます。

２. 原子力発電所の安全対策 (1) 多重防護 （1/2）

原子力発電所の安全性
運転・保修要員
の資質向上

厳重な品質管理
入念な点検、検査

第２の安全対策

事故の発生、拡大の防止

第１の安全対策

異常の発生の防止

第３の安全対策

周辺への放射性物質
の異常放出防止

多重防護の設計

イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
ク

フ
ェ
イ
ル
セ
ー
フ

余
裕
の
あ
る

安
全
設
計

（
地
震
対
策
な
ど
）

異
常
を
早
期
に

検
出
す
る
装
置

自
動
的
に
原
子
炉

を
停
止
す
る
装
置

止める 非
常
用
炉
心

冷
却
装
置

原
子
炉
格
納
容
器

閉じ
込める

冷やす

異常発生 事故発生
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加圧器

一次冷却材

ポンプ

蒸気→

水←

原子炉

圧力容器

←

一次冷却材

ポンプ

制御棒

蒸
気
発
生
器

蒸
気
発
生
器

炉心

「止める」：運転中に原子炉の安全性が損なわれる可能性のある異常が生じた場合、瞬時に制御

棒を炉心に入れて、原子炉を停止します。

「冷やす」：原子力の特徴として、炉心に制御棒を挿入して原子炉を止めた場合でも、放射性物質

が自ら熱（崩壊熱）を発し続けるため、燃料を冷却水により冷却します。

「閉じ込める」：ウラン２３５の核分裂によって生成された

核分裂生成物（放射性物質）が外に出ない

ように何重もの障壁が設けられています。

［五重の壁］

２. 原子力発電所の安全対策 (1) 多重防護 （2/2）
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o 多重防護により放射性物質を周辺に出していないことを検証するため、環境放射線
の測定を定期的に実施し、変化がないことを確認しています。
（環境放射線モニタリング）

・ 発電所周辺の地域に各種放射線測定器を設置したり、敷地周辺の農作物、植物、
土、飲み水、魚、海藻、海水などを定期的に採取して放射線や放射能濃度を測定
します。

・ 測定結果は佐賀県、鹿児島県から公表されます。

２. 原子力発電所の安全対策 (2) 環境放射線の測定
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３．原子力発電所の高経年化対策（１／２）

運転開始 30年 40年 50年

○運転中の監視や定期検査等を入念
に行い、機器の状態に変化がないかを
常に監視しています。

○これらの結果を踏まえ、点検計画を
立て、予防保全的に取替え等を行い、
常に機器が健全であるよう管理してい
ます。

※主要機器についても、計画的に更新
を実施(具体的には(参考４)参照）

これまでの保全活動

長時間（60年間の運転を仮定）安全に運転が
継続できるかを確認します。

○今後、機器の状態がどのように変化するか
を評価します。

○これまでの点検等で十分であるかを評価し、
新たに追加するものについて検討し、長期保
守管理方針を策定します。

高経年対策の検討

10年毎に最新の技術的知見に
基づき再評価を実施します。

高経年化対策の再評価

これまでの点検や新たに追加した点検を、30年を越える定期検査
等から計画的に実施し、より一層の安全性を確保します。

高経年化対策（長期保守管理方針）の実施

原子力発電所の高経年対策とは、所定の性能を維持するために、機器を長期間使用することを前提として、今まで実施してきた
補修や取替えなどの対応に加え、更なる安全性・信頼性の向上を目指して、点検や検査の充実を図るものです。当社は法律にも
とづき評価を実施し、経済産業省へ報告しています。

①原子力発電所の高経年対策の概要

※ 原子力規制委員会や原子力規制庁による、40年運転制限
に係る今後の規制の動向を踏まえ、適切に対応する。

21
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３．原子力発電所の高経年化対策（２／２）

玄海原子力発電所１号機 原子炉容器の中性子照射脆化に対する国の見解について

○平成２４年８月２９日、原子力安全・保安院が、「玄海１号機の原子炉は、運転時間の経過と共に中性子照射脆化が進んで

いるが、通常の運転時だけではなく事故時を想定した場合においても、十分な粘り強さは失われておらず、健全であること

を確認した」との見解を示しました。

○玄海１号機の原子炉容器が受ける中性子の量が、第４回の

監視試験片が受けた中性子量に到達するまでの間※①②、こ

れまでの適切な保守管理・運転管理を前提に、原子炉容器

は十分健全であると確認されました。

※① 原子炉容器の内面から板厚の1/4の深さの位置で、

運転開始後８５年に相当

※② より厳しく評価できる中性子照射量が多い内面の位置

で、運転開始後５８年に相当

○上記については、原子力安全・保安院の「高経年化技術評価に関する意見聴取会」で、専門家７名により、計１４回審議

された結果です。

（参考）当社は、２０１１年１２月に米国（ＮＲＣ）を訪問し、照射脆化の管理について実態調査を行いました。
米国では脆性遷移温度（関連温度）１３２℃を満足していれば問題ないとされています。（玄海１号：９８℃）
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４. 原子力発電所の保安活動 （１／３）
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原子力発電所の品質保証活動は、法令（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則）により法的に

義務付けられています。

当社では、これを受け、安全性・信頼性の向上を目的として、社長をトップとする品質マネジメントシステム

を構築して、品質保証活動に万全を期し、原子力発電所の安全・安定運転に努めています。

また、当社では、品質保証部門を設置し、専門的に管理していることに加え、原子力・保安監査部による

内部監査も定期的に行っており、原子力安全の達成に向けて継続的な改善を行っています。

なお、これらの活動は、国による保安検査により定期的に確認が行われています。

品質保証活動

当社は、原子力発電所の安全を最優先とする安全文化が原子力に関係する組織要員に浸透し、その意

識の下、一丸となって保安活動に取り組んで確実に安全を確保できるよう、種々の醸成活動に取り組んで

います。

（具体的取り組み）

・ 社長による原子力発電所の安全を最優先とする方針の表明

・ 発電本部上層部からの安全最優先に向けたメッセージの発信

・ 発電所員とのコミュニケーション、相互理解のための経営層による発電所訪問

・ 協力会社との意見交換 など

安全文化醸成活動

４. 原子力発電所の保安活動 （２／３）
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ｏ 国内外で発生した事象等を適宜取り込み、保安規定の改定など、適切に取組んでおります。

４. 原子力発電所の保安活動 （３／３）

２. 主な保安規定の改正実績

・ 発電設備の総点検結果を踏まえ、保安のために必要な措置及び保安規定を充実させるため、実用
発電用原子炉の設置、運転等に関する規則が改正（H19.9.30）

・ これを踏まえ、関係法令及び保安規定の遵守（コンプライアンス活動）、安全文化醸成活動、ト
ラブル等発生時の報告の強化等を保安規定に反映（H19.9.28申請、H19.12.13認可）

電力各社にお
ける発電設備
データ改ざん

平成18年

秋

・ 不正記載事象を受け、原子炉等規制法の改正（H14.12)、実用発電用原子炉の設置，運転等に関す
る規則等の施行(H15.10)が実施

・ これを踏まえ、原子炉設置者への品質保証活動及び保守管理活動の実施等を、保安規定に反映
（H15.5）

東京電力

自主点検記録
の不正記載

平成14年

8月

・ 保安検査制度の創設、原子力保安検査官の配置、保安教育の充実を中心とした原子炉等規制法が
改正（H12.7.1施行）

・ これらの反映及び保安の一層の充実を図るため、保安規定を見直し（H13.１）

JCO臨界事故平成11年

9月

見直し内容発生事象等時 期

１. 国内外他社トラブル反映の仕組み

ｏ 当社は国内外の故障・トラブル情報については、日本原子力技術協会の原子力施設情報公開ライブラリ（ニュー
シア）や電気事業連合会等を通じて入手しています。

ｏ 入手した情報は、本店において事前検討を行った上で、さらに詳細な検討が必要な場合は、発電所等で対策内容
の詳細検討を行っています。設備改善や対策内容等の検討の結果、対策が必要な場合は、設備改善や運転・保守手
順への反映を行っています。

ｏ また、当社も他社へのトラブル情報検討に資するため、積極的にニューシアに情報を登録しています。

(注) 原子炉施設保安規定(「保安規定」)は、原子炉設置者が原子力発電所における安全確保に万全を期すため、原子炉施設の運転開始以降の原子炉
施設の運用に関して、発電所ごとに取るべき措置について原子炉設置許可申請書の記載事項及び過去の運転経験の反映等を考慮し自ら定めている。
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５. コミュニケーション活動の展開 (１／２）

ｏ お客さまや地域社会からのご理解を頂くため、エネルギー・環境に関するコミュニケーション活動を展開しています。

ｏ 原子力広報に関する基本方針・具体的事項については、社内会議（原子力広報会議）で定期的に審議・調整を図っています。

・ 小中学生を対象とした「出前授業」の実施

・ 園児やその保護者を対象とした「エコ･マザー活動」の実施

・ 九州交響楽団による「九電ふれあいコンサート」の実施

・ ラグビー部による各地域の少年ラグビーチーム等への「ラグ
ビー教室」の開催

・ 「でんき予報」の発信

・ ＴＶ・ラジオＣＭの実施

・ 全九州における訪問活動

・ 九州内13紙への緊急安全対策を説明する全面広告の実施

・ 発電所立地地域の皆さまや自治体、報道機関を対象とした
訓練状況等の公開

主な活動内容

次世代層プロジェクト
「九電みらいの学校」
の展開

需給関連情報の発信

原子力発電所の安全
対策等への理解活動
の展開

項目（例示）
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地元海岸の清掃活動の風景

ｏ 原子力発電所の理解活動にあたっては、川内、玄海原子力発電所の地元を中心に、全戸訪問や各自治

会長宅への訪問による説明、ちらし配布、地元議会や地元会議体での説明に加え、発電所での見学会、

マスコミ公開など、あらゆる機会を捉え、説明や情報公開に努めています。

ｏ また、地元の祭りへの参加をはじめ、運動会及び敬老会等に積極的に参加するなど、地域の皆さまとの

ふれあいを通じて、地域に密着した共生活動を進めています。

５. コミュニケーション活動の展開 (２／２）

地元の祭り（はんや祭り）の参加風景
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（％）

65.7

（年度）

自主点検作業記録の不正等の問題に関する総点検作業（平成14年度以降）
東京電力管内の原子力発電所が順次停止

（当社）

（国内総合）

新潟県中越沖地震発生（平成19年7月16日）
東京電力柏崎刈羽原子力発電所が停止

玄海1号機 原子炉容器上部ふた、復水器細管等の取替工事
玄海2号機 蒸気発生器、原子炉容器上部ふた、復水器細管等の取替工事

〔原子力発電所の設備利用率（当社、国内総合）〕

◎ 当社の原子力発電所は８０％以上の高い設備利用率を継続してきました。

(参考１) 設備利用率の推移
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（参考２）事故等の実績

ｏ 当社では、原子力発電所の運用開始以降、一次冷却材が漏えいした事象が５件発生して
おりますが、いずれも外部への放射能の影響はありませんでした。

・ 定格出力（890MW）運転中、格納容器（C/V）サンプ水位の漸増傾向が認められたため、関連パラ
メータの監視を強化するとともに、C/V内の点検等を実施したが、原因は特定できなかった。

・ C/Vサンプへの流入量は、約22リットル/ｈ程度であったが、C/Vガスモニタ及びC/Vじんあいモニ
タの値に優位な変化はなく、プラントの安全性及び運転継続に影響を与えるものではなかったが、
念のため、原子炉を停止し、点検を実施することとした。〔外部への放射能の影響なし〕

格納容器サンプ
水位上昇に伴う
原子炉手動停止

川内

１号

平成10年

11月10日

・ 第10回定期検査中、原子炉起動準備のため一次冷却系統昇温昇圧完了後の巡視点検において、
原子炉容器上蓋上部にある制御棒駆動装置ハウジング部に、ほう酸析出が見られ、一次冷却材漏
えいの疑いが認められた。〔外部への放射能の影響なし〕

制御棒駆動装置ハ
ウジング部からの
漏えい

川内

１号

平成8年

10月27日

・ 定格出力で運転中、格納容器サンプB水位の上昇が確認された。

・ 格納容器点検において、床面に水濡れ部分が確認された。

・ 漏えい水のほう素濃度が比較的高かったことから、一次冷却系統からの漏えいと判断された（漏え
い量約50ﾘｯﾄﾙ/ｈ）。〔外部への放射能の影響なし〕

格納容器サンプB
水位上昇に伴う
発電機停止

玄海

１号

昭和63年

6月6日

C充てんポンプ
主軸折損

蒸気発生器漏えい

件 名 事象の概要等発電所発生日

・ 定期検査中、「充てんポンプ軸受温度高」の警報が発信したため、運転中のC充てんポンプからA
充てんポンプへの切り替えを実施した。

・ その後、C充てんポンプを点検した結果、ポンプの主軸が折損していることを確認した。

・ 警報発信後の現場確認において、C充てんポンプのメカニカルシール部より漏えい水を確認した
が、漏えい水はポンプ台板上から補助建屋サンプタンクへ回収されており、放射線モニタの指示等
に異常はなかった。〔外部への放射能の影響なし〕

玄海

３号

平成23年

12月16日

・ 試運転中に復水器空気抽出器出口ガスモニタの警報が発信し、空気抽出器排気をチャコール
フィルタに切り替えた。また、蒸気発生器ブローダウン水モニタ指示も上昇し始めたため、蒸気発生
器ブローダウンを停止し、原子炉を停止した。

・ 建設工事中にA－蒸気発生器内に放置された鋼製巻尺により、蒸気発生器細管の一部が磨耗し、
漏えいを生じたものと判明した。〔外部への放射能の影響なし〕

玄海

１号

昭和50年

6月10日
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（参考３）地震発生時の実績

震度４相当
発電所基礎岩盤

部分での揺れ

震度５強（川内市）※震度

約２５km震源距離

６．６マグニチュード

鹿児島県北西部（深さ約１２km）震源地

平成９年３月２６日１７時３１分頃地震発生時刻

震度４相当
発電所基礎岩盤

部分での揺れ

震度６弱（川内市）※震度

約１９km震源距離

６．４マグニチュード

鹿児島県北西部（深さ約９km）震源地

平成９年５月１３日１４時３８分頃地震発生時刻

［鹿児島県北西部地震における川内原子力発電所の状況］

震度４相当
発電所基礎岩盤

部分での揺れ

震度５弱（唐津市）※震度

約４１km震源距離

７．０マグニチュード

福岡県西方沖（深さ約９km）震源地

平成１７年３月２０日１０時５３分頃地震発生時刻

■発電所の状況

地震発生時、川内原子力発電所1、2号機は通常運転中でした
が、発電所の基礎岩盤部分の揺れは最大で６８ガル（震度４相
当）で原子炉自動停止の設定値（１６０ガル）以下であり、放射
線モニタの指示などに異常はなく、安全に運転を継続しました。

■発電所の状況

地震発生時、玄海原子力発電所2、3、4号機は通常運転中で
したが、発電所の基礎岩盤部分の揺れは最大で８５ガル（震度
4相当）で原子炉自動停止の設定値（1、2号機：１４０ガル、3、4
号機：１７０ガル）以下であり、放射線モニタの指示などに異常
はなく安全に運転を継続しました。定期点検中の1号機につい
ても異常はありませんでした。

※発電所最寄りの気象庁観測所

※発電所最寄りの気象庁観測所

［福岡西方沖地震における玄海原子力発電所の状況］

当社の原子力発電所の近傍で、平成９年３、５月に鹿児島県北西部地震、

平成１７年３月に福岡県西方沖地震が発生しました。

地震発生時、運転中のプラントには異常なく、安全に運転を継続しました。

また、地震発生直後に点検パトロールなどを実施しましたが、異常は

認められませんでした。
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（参考４）主要機器の更新（玄海1/2号の例）

当社においては、信頼性の向上、運転操作性の向上、点検に伴う作業者の被ばく低減等の

観点から、安全・安定運転の更なる継続のため、主要機器の更新工事を実施しています。

平成１３年の玄海１／２号機の中央計装
盤取替工事については、中央制御室が
１，２号機共用であることから工事の効率
性及び安全性を考慮し、１，２号機を同
時に停止して工事を実施。

玄海１／２号機 概略系統図
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